
 

 
 

 
契約更新時に、入居者より「消費者契約法により無効」とする文書が家

主に示され、更新料支払いが拒否されました。家主がその支払いを求めて

京都地裁に訴えを起こしました。 

この裁判では、2008 年１月 30 日の更新料返還訴訟での貸主側の弁護団

が返還請求へ対応するだけでなく積極的支払いを求めていることが注目

されます。 

 
 

家主側から更新料の支払い請求 

2008 年 4 月 29 日 

京都新聞より 


